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１．令和６年10月期の連結業績（令和５年10月21日～令和６年10月20日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

６年10月期 3,342 16.0 362 117.7 393 112.0 279 61.3
５年10月期 2,881 ― 166 ― 185 34.5 173 91.4

(注) 包括利益 ６年10月期 294百万円( 48.0％) ５年10月期 199百万円( ―％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

６年10月期 49.91 ― 8.8 6.5 10.8
５年10月期 30.95 ― 5.9 3.2 5.8

(参考) 持分法投資損益 ６年10月期 ―百万円 ５年10月期 ―百万円

(注）当連結会計年度より、ＷＥＢソリューション事業に係る損益について、営業外損益に表示する方法から売上高
および売上原価に表示する方法に変更したため、令和５年10月期に係る売上高および営業利益については
当該表示方法に変更を遡って適用した組替え後の数値となっております。これにより、令和5年10月期に係る
売上高および営業利益の対前期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

６年10月期 6,065 3,293 54.3 588.10
５年10月期 5,982 3,026 50.6 540.47

(参考) 自己資本 ６年10月期 3,293百万円 ５年10月期 3,026百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

６年10月期 344 △21 △245 213
５年10月期 56 △68 △22 137

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

５年10月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 28 16.2 1.0
６年10月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 28 10.0 1.0
７年10月期(予想) ― 0.00 ― 5.00 5.00 16.8

３．令和７年10月期の連結業績予想（令和６年10月21日～令和７年10月20日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 3,216 △3.8 243 △33.0 252 △35.9 167 △40.3 29.82



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) ６年10月期 5,969,024株 ５年10月期 5,969,024株

② 期末自己株式数 ６年10月期 368,575株 ５年10月期 368,575株

③ 期中平均株式数 ６年10月期 5,600,449株 ５年10月期 5,600,449株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実

際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご

利用にあたっての注意事項については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご

覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、海外経済の緩やかな成長を背景に政府による各種政策の効果もあり、雇

用・所得環境の改善の動きや緩和的な金融環境のもとで緩やかな回復基調で推移しました。企業収益は改善してき

ており、業況感も良好な水準を維持しています。先行きについては、海外経済が緩やかな成長を続けるもとで、緩

和的な金融環境を背景に、所得から支出への前向きの循環メカニズムが徐々に強まることから潜在成長率を上回る

成長が期待されています。

その一方で、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産市場の停滞の継続など、海外景気の下振れ

要因がリスクとなっています。中東地域をめぐる情勢等、金融資本市場の変動等の影響を注視していく必要があり、

先行きは依然として不透明な状況にあります。

こうしたなかで、当社グループを取り巻く市場環境は、地震災害、気候変動による集中豪雨、台風等による洪水

や土砂災害などの自然災害が頻発化・激甚化しており、そうした災害からの復旧工事や災害防止のための需要、災

害発生の予兆把握のための需要が今後も継続することが予想されます。

また、令和６年能登半島地震や奥能登豪雨では官公庁や業界団体からの要請に応じて当社グループも被災地の復

旧に携わってまいりました。関係機関と連携して被災地の早期復旧に努めてまいります。

さらに、国土強靭化計画の進展や高度成長期に建設された各種社会インフラの老朽化が大きな社会問題になるな

かで、国土強靭化のための５カ年加速化対策後もこれらを継続的・安定的に推進する「改正国土強靭化基本法」が

昨年成立し、国内公共事業を取り巻く環境はおおむね堅調に推移するものと予想されます。

当社グループといたしましては、「地質調査業」及び「建設コンサルタント業」で長年培った技術力を活かした

提案力をもって、国土強靭化推進業務をはじめとする防災・減災対策や公共インフラの老朽化対策などの業務につ

いて、調査から設計までの一貫した総合力と環境分野も含む豊富な業務経験により、受注の確保に努めてまいりま

した。

当連結会計年度の受注高は、防災・減災及び社会資本整備事業などの需要増加を見込み受注計画を立て、その計

画達成に向けて受注機会を増やす、顧客を拡大するなどして事業推進を図った結果、32億６千７百万円（前年同期

比21.1％増）となり、売上高33億４千２百万円（同16.0％増）、営業利益３億６千２百万円（同117.7％増）、経常

利益３億９千３百万円（同112.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益２億７千９百万円（同61.3％増）となり

ました。

セグメント別の業績は以下のとおりであります。

（建設コンサルタント事業）

完成業務収入30億２千９百万円（前年同期比16.7％増）、売上総利益10億２千５百万円（同29.4％増）となりま

した。

（ＷＥＢソリューション事業）

業務受託収入１億２千４百万円（前年同期比23.9％増）、売上総利益１千２百万円（同69.9％減）となり

ました。

（不動産賃貸等事業）

不動産賃貸等収入１億８千９百万円（前年同期比2.3％増）、売上総利益６千７百万円（同8.1％減）となりまし

た。

なお、当連結会計年度より、表示方法の変更を実施しております。

詳細は、「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項」の「（表示方法の変更）」を

ご覧ください。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における財政状態は以下のとおりであります。

(資産)

資産合計は、60億６千５百万円(前連結会計年度末比８千２百万円増)となりました。

主な増減内訳は、現金及び預金（同７千６百万円増）、受取手形、完成業務未収入金及び契約資産（７千９百万

円増）、建物（同１千１百万円減）、賃貸資産（同２百万円減）等であります。

(負債)

負債合計は、27億７千１百万円(前連結会計年度末比１億８千４百万円減)となりました。

主な増減内訳は、短期借入金（同１億円減）、役員退職慰労引当金（同１億５千８百万円減）等であります。

(純資産)

純資産合計は、32億９千３百万円(前連結会計年度末比２億６千６百万円増)となりました。

主な増減内訳は、利益剰余金(同２億５千１百万円増)、その他有価証券評価差額金(同１千５百万円増)等であり

ます。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ７千６百

万円増加し２億１千３百万円となりました。

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果増加した資金は、３億４千４百万円となりました。

これは、税金等調整前当期純利益の増加額３億９千３百万円等の増加要因があった一方で、役員退職慰労引当金

の減少額１億５千８百万円等の減少要因があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果減少した資金は、２千１百万円となりました。

これは、保険積立金の解約による収入５千５百万円の増加要因があった一方で、有形固定資産の取得による支出

４千３百万円、無形固定資産の取得による支出３千６百万円等の減少要因があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果減少した資金は、２億４千５百万円となりました。

これは、長期借入金の純増額５億円の増加要因があった一方で、社債の償還による支出３億円、長期借入金の返

済による支出２億８千３百万円等の減少要因があったことによるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

令和２年10月期 令和３年10月期 令和４年10月期 令和５年10月期 令和６年10月期

自己資本比率 48.9 48.7 49.5 50.6 54.31

時価ベースの自己資本比率 33.6 36.1 26.4 31.0 36.57

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

36.45 5.56 △37.43 36.22 5.38

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

2.58 21.06 △3.83 4.05 25.43

(注)１．各指標はいずれも以下の算式により算出しております。

自己資本比率 自己資本÷総資産

時価ベースの自己資本比率 株式時価総額÷総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 有利子負債÷営業キャッシュ・フロー

インタレスト・ガバレッジ・レシオ 営業キャッシュ・フロー÷利払い

２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。

４．営業キャッシュ・フローおよび利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による

キャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を使用しております。

５．当社グループは、令和３年10月期より連結財務諸表を作成しているため、令和２年10月期以前については、

当社単体の数値を記載しております。
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（４）今後の見通し

今後の当社グループを取り巻く経営環境は、国は令和３年度から「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速

化対策」を実施するとともに国土強靭化のための５カ年加速化対策後もこれらの対策を継続的・安定的に推進する

「改正国土強靭化基本法」が昨年成立するなど、老朽化した社会インフラの維持・管理業務の着実な需要や災害復

旧業務などが見込まれるとともに公共投資関連予算においても、公共事業関係費は、国の令和５年度一般会計では、

補正予算において約2.2兆円の予算措置を講じており、補正後は前年度比2.5％増となっています。また、令和６年

度一般会計予算の公共事業関係費は前年度当初予算比0.0％増となっており、国内公共事業を取り巻く環境はおおむ

ね堅調に推移していくと考えております。

リスク要因をみると、海外経済・物価動向、資源価格の動向など、不安定な国際情勢や円安等の影響、金融・為

替市場の動向やその影響など、我が国経済・物価をめぐる不確実性にも注視する必要があると考えております。

こうしたなか、基本理念に掲げた「優れた技術を社会に提供し、社会の発展に寄与する」ため、主力とする地

質・地盤調査、土木設計、環境の３分野において培った技術力に加え、高度・先端技術の導入により社会の信頼と

要請に応えていくことと考えております。

そのため「稼ぐ力の強化」「働く環境の改善」「多様な人材の活用」の３本を経営目標の柱に据え、全社で社会

的信頼の確保と企業価値の増大に努めてまいります。

国の国土強靭化施策をはじめ、公共インフラの維持・補修業務など、当業界に関わる業務需要は引き続き見込め

るものの、一層の受注競争の激化とともに、新たに持続可能な開発目標(SDGs)の設定や達成への努力が求められ、

企業経営に対するニーズも多様化しています。

今後とも業務上のリスクに対応した高度技術・先端技術の活用による他社との差別化、そして、コスト競争力と

高品質をかかげ、さらなる業績向上を目指すとともに、引き続き、人材育成と技術者教育の強化、そして、時代の

ニーズに対応した就業環境の整備を行い、さらに健全な経営を目指してまいります

第53期の業績見通しにつきましては、売上高32億１千６百万円（第52期33億４千２百万円）、営業利益２億４千

３百万円（同３億６千２百万円）、経常利益２億５千２百万円（同３億９千３百万円）、親会社株主に帰属する当

期純利益１億６千７百万円（同２億７千９百万円）を予想しております。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社の利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しいため、

会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(令和５年10月20日)

当連結会計年度
(令和６年10月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 137,125 213,963

受取手形 3,330 -

完成業務未収入金 201,820 178,436

契約資産 987,961 1,094,661

未成業務支出金 921 10,398

貯蔵品 6,063 8,554

前払費用 19,661 23,823

その他 22,176 5,203

貸倒引当金 △3,093 △2,880

流動資産合計 1,375,966 1,532,160

固定資産

有形固定資産

建物 988,208 988,208

減価償却累計額 △785,842 △797,381

建物（純額） 202,365 190,826

構築物 68,733 71,933

減価償却累計額 △67,724 △67,986

構築物（純額） 1,009 3,947

機械及び装置 151,356 160,556

減価償却累計額 △110,926 △110,988

機械及び装置（純額） 40,430 49,568

車両運搬具 9,147 9,147

減価償却累計額 △9,147 △9,147

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 599,594 631,197

減価償却累計額 △106,103 △123,365

工具、器具及び備品（純額） 493,491 507,831

賃貸資産 1,991,090 2,034,383

減価償却累計額 △1,204,491 △1,280,423

賃貸資産（純額） 786,599 753,959

土地 2,572,835 2,572,835

リース資産 101,504 108,650

減価償却累計額 △76,263 △84,378

リース資産（純額） 25,241 24,272

建設仮勘定 972 972

有形固定資産合計 4,122,944 4,104,213

無形固定資産

ソフトウエア 37,734 56,132

リース資産 43,605 24,225

その他 4,683 4,683

無形固定資産合計 86,022 85,041

投資その他の資産

投資有価証券 217,329 236,146

長期前払費用 6,475 6,514

繰延税金資産 117,983 81,224

その他 56,251 19,729

投資その他の資産合計 398,040 343,615

固定資産合計 4,607,007 4,532,870

資産合計 5,982,973 6,065,031
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(単位：千円)

前連結会計年度
(令和５年10月20日)

当連結会計年度
(令和６年10月20日)

負債の部

流動負債

業務未払金 197,019 140,848

短期借入金 1,000,000 900,000

1年内償還予定の社債 300,000 300,000

1年内返済予定の長期借入金 200,000 299,960

リース債務 34,128 33,860

未払金 148,410 228,913

未払法人税等 15,194 62,878

未払消費税等 50,977 30,679

未成業務受入金 19,390 111,480

預り金 6,444 6,489

賞与引当金 54,194 76,626

業務損失引当金 3,010 17,313

完成業務補償引当金 463 819

流動負債合計 2,029,231 2,209,868

固定負債

社債 300,000 -

長期借入金 235,000 351,740

リース債務 45,065 22,174

退職給付に係る負債 114,083 112,880

役員退職慰労引当金 216,566 58,160

その他 16,134 16,556

固定負債合計 926,850 561,511

負債合計 2,956,081 2,771,380

純資産の部

株主資本

資本金 479,885 479,885

資本剰余金 306,201 306,201

利益剰余金 2,318,833 2,570,374

自己株式 △110,526 △110,526

株主資本合計 2,994,393 3,245,933

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 32,498 47,717

その他の包括利益累計額合計 32,498 47,717

純資産合計 3,026,892 3,293,650

負債純資産合計 5,982,973 6,065,031
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 令和４年10月21日
至 令和５年10月20日)

当連結会計年度
(自 令和５年10月21日
至 令和６年10月20日)

売上高

完成業務収入 2,596,197 3,029,359

業務受託収入 100,308 124,273

不動産賃貸等収入 185,073 189,324

売上高合計 2,881,579 3,342,957

売上原価

完成業務原価 1,803,559 2,003,946

業務受託原価 58,068 111,570

不動産賃貸等原価 111,638 121,844

売上原価合計 1,973,266 2,237,362

売上総利益 908,313 1,105,595

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 6,932 6,747

報告費 2,721 2,447

役員報酬 88,680 74,580

給料及び手当 259,761 265,177

賞与 17,623 17,277

賞与引当金繰入額 17,980 21,280

退職給付費用 15,749 10,214

役員退職慰労引当金繰入額 8,720 7,902

福利厚生費 58,148 56,181

通信交通費 16,921 19,595

消耗品費 5,448 14,352

租税公課 30,504 31,210

減価償却費 27,808 28,693

寄付金 3,414 11,354

支払手数料 75,614 68,240

貸倒引当金繰入額 510 -

研究開発費 22,976 33,969

その他 82,201 73,664

販売費及び一般管理費合計 741,720 742,888

営業利益 166,592 362,706

営業外収益

受取利息 543 15

受取配当金 5,623 6,147

業務受託手数料 3,600 3,600

保険解約返戻金 - 16,357

匿名組合投資利益 14,783 19,690

雑収入 10,697 2,763

貸倒引当金戻入益 - 213

営業外収益合計 35,248 48,788

営業外費用

支払利息 11,451 11,811

社債利息 1,355 740

雑損失 3,550 5,624

営業外費用合計 16,356 18,176

経常利益 185,484 393,318

税金等調整前当期純利益 185,484 393,318

法人税、住民税及び事業税 55,409 83,394

法人税等調整額 △43,268 30,381

法人税等合計 12,141 113,775

当期純利益 173,343 279,542

親会社株主に帰属する当期純利益 173,343 279,542
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 令和４年10月21日
至 令和５年10月20日)

当連結会計年度
(自 令和５年10月21日
至 令和６年10月20日)

当期純利益 173,343 279,542

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 25,766 15,218

その他の包括利益合計 25,766 15,218

包括利益 199,110 294,761

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 199,110 294,761
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 令和４年10月21日 至 令和５年10月20日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 479,885 306,201 2,173,492 △110,526 2,849,052

当期変動額

剰余金の配当 △28,002 △28,002

親会社株主に帰属す

る当期純利益
173,343 173,343

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 145,341 － 145,341

当期末残高 479,885 306,201 2,318,833 △110,526 2,994,393

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 6,731 6,731 2,855,784

当期変動額

剰余金の配当 △28,002

親会社株主に帰属す

る当期純利益
173,343

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

25,766 25,766 25,766

当期変動額合計 25,766 25,766 171,107

当期末残高 32,498 32,498 3,026,892
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当連結会計年度(自 令和５年10月21日 至 令和６年10月20日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 479,885 306,201 2,318,833 △110,526 2,994,393

当期変動額

剰余金の配当 △28,002 △28,002

親会社株主に帰属す

る当期純利益
279,542 279,542

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 251,540 ― 251,540

当期末残高 479,885 306,201 2,570,374 △110,526 3,245,933

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 32,498 32,498 3,026,892

当期変動額

剰余金の配当 △28,002

親会社株主に帰属す

る当期純利益
279,542

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

15,218 15,218 15,218

当期変動額合計 15,218 15,218 266,758

当期末残高 47,717 47,717 3,293,650
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 令和４年10月21日
至 令和５年10月20日)

当連結会計年度
(自 令和５年10月21日
至 令和６年10月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 185,484 393,318

減価償却費 109,571 121,926

保険解約返戻金 - △16,357

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,649 △1,203

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,687 △158,405

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,481 22,432

貸倒引当金の増減額（△は減少） 510 △203

受取利息及び受取配当金 △6,167 △6,162

支払利息 11,451 11,811

社債利息 1,355 740

匿名組合投資損益（△は益） △14,783 △19,690

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △144,051 △99,903

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,023 △1,569

未収入金の増減額（△は増加） △1,503 15,384

仕入債務の増減額（△は減少） 36,153 △42,894

未成業務受入金の増減額（△は減少） △12,081 92,090

未払消費税等の増減額（△は減少） 38,884 △20,298

業務損失引当金の増減額（△は減少） △1,088 14,389

完成業務補償引当金の増減額（△は減少） 249 356

その他 6,728 55,182

小計 206,134 360,942

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △157,603 △28,759

利息及び配当金の受取額 20,951 25,853

利息の支払額 △13,337 △13,547

営業活動によるキャッシュ・フロー 56,144 344,488

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △71,375 △43,909

無形固定資産の取得による支出 △28,962 △36,612

投資有価証券の売却による収入 30,501 -

長期貸付金の回収による収入 1,000 -

保険積立金の解約による収入 - 55,920

匿名組合出資金の払戻による収入 - 2,779

投資活動によるキャッシュ・フロー △68,836 △21,822

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000 △100,000

長期借入金の借入れによる収入 - 500,000

長期借入金の返済による支出 △200,000 △283,300

社債の償還による支出 △150,000 △300,000

配当金の支払額 △27,993 △27,989

リース債務の返済による支出 △44,475 △34,538

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,469 △245,827

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,161 76,838

現金及び現金同等物の期首残高 172,286 137,125

現金及び現金同等物の期末残高 137,125 213,963
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

従来、ＷＥＢソリューション事業の収入および原価については、「営業外収益」および「営業外費用」の、「業

務受託手数料」および「業務受託費用」に計上しておりましたが、当連結会計年度から「売上高」および「売上原

価」に計上する方法に変更しております。

当事業につきましては顧客の印刷物等の作成や自社印刷物の作成およびＷＥＢ広告の作成を主に行っており、近

年の顧客におけるＷＥＢマーケティングのニーズの高まりを受け、当社では将来の事業拡大を目指し、第52期から

の中期経営計画に当事業のアクションプランを組込むとともに事業部門へ移行しました。ＷＥＢソリューション事

業が当社において長期的かつ安定的な収益の確保につながると判断し、当連結会計年度から事業運営の実態をより

適切に表示するために表示方法の変更を行ったものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、

表示組替えを行う前と比べて、前連結会計年度の「売上高」が100,308千円、「売上原価」が58,068千円、「営業

利益」が42,240千円増加し、「売上高」が2,881,579千円、「売上原価」が1,973,266千円、「営業利益」が

166,592千円となっております。なお、「経常利益」、「税金等調整前当期純利益」に与える影響はありません。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動資産の「その他」に表示していた未収入金9,705千円を

「受取手形、完成業務未収入金及び契約資産」に、流動負債の「その他」に表示していた未払金13,462千円を「業

務未払金」に組替えを行っており、「受取手形、完成業務未収入金及び契約資産」は1,193,112千円、流動資産の

「その他」は41,837千円、「業務未払金」は197,019千円、流動負債の「その他」は239,960千円となっておりま

す。

あわせて、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「未収入金の増減額」に含まれておりました、ＷＥＢソリューション事業の未収入金増減額15,202千円を「売上

債権及び契約資産の増減額」に組替えを行っており、「その他」に含めておりました、未払金の増減額5,437千円

は、「仕入債務の増減額」に組替えております。その結果、「売上債権及び契約資産の増減額」が377,081千円、

「未収入金の増減額」が10,754千円、「仕入債務の増減額」が△89,763千円、「その他」が2,796千円となってお

ります。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主要事業として新潟県内を中心に地質調査・土木設計などの建設コンサルタント事業を営んでおり、本

社および各事業所において事業活動を展開しております。また、その他事業として、主に新潟県内において賃貸用

オフィスビル・賃貸住宅の不動産賃貸事業などを展開しております。

「注記事項（表示方法の変更）」に記載の通り、従来、ＷＥＢソリューション事業の収入および原価については、

「営業外収益」および「営業外費用」の、「業務受託手数料」および「業務受託費用」に計上しておりましたが、

当連結会計年度から「売上高」および「売上原価」に計上する方法に変更いたしました。

これに伴い、前連結会計年度のセグメント情報についても組替えを行っています

したがって、当社は事業内容別のセグメントにより構成されており、「建設コンサルタント事業」「ＷＥＢソリ

ューション事業」「不動産賃貸等事業」の３つを報告セグメントとしております。

なお、当該変更を反映した前連結会計年度の報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の

金額に関する情報は、「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情

報」に記載のとおりであります

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用される会計基準に基づく金

額で記載しております。また、報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 令和４年10月21日 至 令和５年10月20日)

（単位：千円）

報告セグメント

建設コンサルタン
ト事業

ＷＥＢソリューシ
ョン事業

不動産賃貸等事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,596,197 100,308 185,073 2,881,579

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ―

計 2,596,197 100,308 185,073 2,881,579

セグメント利益 792,638 42,240 73,434 908,313

(注) セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

当連結会計年度(自 令和５年10月21日 至 令和６年10月20日)

（単位：千円）

報告セグメント

建設コンサルタン
ト事業

ＷＥＢソリューシ
ョン事業

不動産賃貸等事業 計

売上高

外部顧客への売上高 3,029,359 124,273 189,324 3,342,957

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ―

計 3,029,359 124,273 189,324 3,342,957

セグメント利益 1,025,413 12,702 67,479 1,105,595

(注) セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

４ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度(自 令和４年10月21日 至 令和５年10月20日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 令和５年10月21日 至 令和６年10月20日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 令和４年10月21日
至 令和５年10月20日)

当連結会計年度
(自 令和５年10月21日
至 令和６年10月20日)

１株当たり純資産額 540円47銭 １株当たり純資産額 588円10銭

１株当たり当期純利益 30円95銭 １株当たり当期純利益 49円91銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 令和４年10月21日
至 令和５年10月20日)

当連結会計年度
(自 令和５年10月21日
至 令和６年10月20日)

純資産の部の合計額(千円) 3,026,892 3,293,650

普通株式に係る純資産額(千円) 3,026,892 3,293,650

普通株式の発行済株式数(株) 5,969,024 5,969,024

普通株式の自己株式数(株) 368,575 368,575

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数(株)

5,600,449 5,600,449

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 令和４年10月21日
至 令和５年10月20日)

当連結会計年度
(自 令和５年10月21日
至 令和６年10月20日)

親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

173,343 279,542

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属す
る当期純利益(千円)

173,343 279,542

普通株式の期中平均株式数(株) 5,600,449 5,600,449

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


